
【参考１】働く女性を取り巻く状況

（データ集）
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年齢階級別人口の推移 東京都の人口総数における人口ピラミッド
（令和６年1月1日現在）

（資料）「未来の東京」戦略 付属資料（2023年１月） （資料）東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

➢ 東京の人口は2030年頃をピークに、以降減少に転じる見込み

➢ 東京の経済を支える働き手の確保が課題

人口減少に伴い労働力の掘り起こしが課題

参考１－１．人口構造・世帯の変遷



➢ 合計特殊出生率・出生数ともに過去最低を更新

➢ 夫婦の最終的な平均出生子供数（完結出生児数）は、緩やかに減少傾向。

「子供０人・１人の夫婦」の割合が増加し、「子供２人の夫婦」の割合が低下

24

全国的に少子化が進行

参考１－１．人口構造・世帯の変遷

（資料）東京都子供政策連携室「少子化対策の推進に向けた論点整理2024」（2024年8月）



注）平成27(2015)年値は、国勢調査結果に基づく実績値であり、労働力状態不詳分を含む。

東京都の男女別昼間就業者数の推移

➢ 東京都の昼間就業者数は、令和７年頃から減少に転じる見込み。

➢ 年齢階級別では、ボリュームゾーンが高齢層にシフトし、若い働き手がより少なくなる見込み。

25（資料）東京都総務局「東京都就業者数の予測」（2020年10月）

注）平成27(2015)年値は、国勢調査結果に基づく実績値であり、労働力状態不詳分を含む。

東京都の年齢（５歳階級）別昼間就業者数の推移

就業者が減少し、若い働き手が少なくなる見込み

参考１－１．人口構造・世帯の変遷



企業における人手不足感も顕著

➢ 人出不足の状況に関する推移をみると、全ての業種において従業員数過不足DIがマイナスであり

人手不足感が顕著

➢ 都内企業においても、直近の人手不足割合は55.3％（正社員）と高水準

26

（資料）株式会社帝国データバンク
「人手不足に対する東京都企業の動向調査（2023年4月）」

産業別従業員数過不足ＤＩの推移

参考１－１．人口構造・世帯の変遷

都内企業の正社員・非正社員の人手不足割合

（資料）独立行政法人中小企業基盤整備機構

「中小企業景況調査（第176回（2024年4-6月期））」



世帯構成が「夫婦と子供」から「単身」に変化

➢ 東京都の世帯数は2040年頃をピークに減少の見込み

➢ 単独世帯が増加する一方、夫婦と子供から成る世帯割合の低下により、平均世帯人員は２人以下

27

家族類型別世帯数と平均世帯人員の推移

（資料）「未来の東京」戦略 付属資料（2024年８月改訂）

参考１－１．人口構造・世帯の変遷



「専業主婦世帯」から「共働き世帯」へと変化

➢ 男性雇用者と無業の妻の世帯（サラリーマンと専業主婦の世帯）が減少する一方、共働き世帯が増加

28

参考１－１．人口構造・世帯の変遷

（資料）内閣府（令和６年版男女共同参画白書）
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➢ 女性の就業率について、M字カーブは改善傾向

➢ 正規雇用比率は、25～29歳の59.7%をピークに低下（Ｌ字カーブ）

（資料）厚生労働省「今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会報告書」

女性の年齢階級別就業率

参考１－２．女性の就業状況と雇用形態
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➢ 有配偶の女性において、

・25～29 歳の「正規の職員・従業員」の比率は平成 25 年と比較し令和４年は上昇

・25～29歳でピークとなった後に減少する「 L 字カーブ」が見られる

女性の年齢階級別正規雇用比率

参考１－２．女性の就業状況と雇用形態

（資料）厚生労働省「今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会報告書」
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➢ 女性は男性と比較して正規雇用比率が低く、女性雇用者の半分以上が非正規雇用労働者

➢ 産業別に見ると、女性雇用者の割合が大きい「医療、福祉」、「宿泊業、飲食サービス業」、

「生活関連サービス業、娯楽業」、「卸売業、小売業」において、非正規雇用労働者の割合も大きい

産業別雇用者の雇用形態割合

参考１－２．女性の就業状況と雇用形態

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」



32（資料）東京都福祉局「東京都福祉保健基礎調査（令和４年度）」

ひとり親家庭の就業状況

➢ 東京のひとり親家庭は、母子世帯が53,043世帯、父子世帯が5,981世帯（令和２年度国勢調査）

➢ 就業割合は、父母ともに９割を超えるものの、母の正規職員割合は43.2%であり、父と比べると低い

参考１－２．女性の就業状況と雇用形態



33（資料）東京都福祉局「東京都福祉保健基礎調査（令和４年度）」

ひとり親家庭の収入状況

➢ 母子世帯の年間収入は「100～200万円未満」の割合が最も高く、母子世帯の３割弱が年間収入が

「200万円未満」

➢ 一方、父子世帯は「600～800万円未満」の割合が最も高く、「200万円未満」はわずか１割であり、

母子世帯との隔たりが大きい

参考１－２．女性の就業状況と雇用形態
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➢ 年間総実労働時間は減少傾向で推移。一般労働者の労働時間がほぼ横ばいで推移するなか、

労働時間が短いパートタイマー比率が高まってきたこと等が要因と考えられる

➢ 一般労働者の年間総実労働時間はおおむね2,000時間で推移。一方、パートタイマーは長期的に減少傾向で推移

一般労働者の労働時間の長さはほぼ横ばいで推移

参考１－３．長時間労働と女性に偏る無償労働

（資料）厚生労働省「第７回社会保障審議会年金部会」 34



➢ 日本男性の長時間労働者の割合は減少傾向にあるが、他国と比較すると依然として高い

日本の男性は労働時間が長い

（資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2022」を基に作成

参考１－３．長時間労働と女性に偏る無償労働

35
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➢ 日本は法定最低年次有給休暇が10日、有給休暇取得実績が8.6日と諸外国に比べ低い

日本は有給休暇の取得が少ない

（資料）内閣府「令和５年男女共同参画白書」

【休日・休暇の状況（国際比較）】

参考１－３．長時間労働と女性に偏る無償労働
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➢ 諸外国と比較し、日本の男性の有償労働時間が長く、無償労働時間の男女比が大きい。

男女間の有償・無償労働時間に大きな開き

（資料）内閣府「女性活躍・男女共同参画の現状と課題（令和５年２月）」

参考１－３．長時間労働と女性に偏る無償労働
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➢ 男性と女性の家事・育児関連時間の差は３時間57分と依然として大きな差が生じている

➢ 家事・育児を「もっとやりたい」と思っている父は６割強

そのうち約６割が「勤務時間が短縮できればもっと家事・育児ができると思う」と回答

男女間の家事・育児時間の実態と男性側の意識

参考１－３．長時間労働と女性に偏る無償労働

男性（父）の家事・育児対する意識（東京都）夫婦の家事・育児時間差／日

（子あり、共働き）

（資料）総務省「令和３年社会生活基本調査」を基に作成

※ここでいう家事・育児時間は「家事・育児・介護・看護・
買い物」に関する時間を抽出

（資料）東京都福祉保健局「令和４年度東京都福祉保健基礎調査」を基に作成
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➢ 子供がいる世帯において、女性は「家事・育児時間を減らしたい」と思い、

男性は「仕事時間を減らし、家事・育児時間を増やしたい」と思う傾向にあり、

若い世代でその傾向が強い

生活時間の増減希望が男女により異なる

【生活の中の時間 増減希望】

（資料）内閣府「令和５年男女共同参画白書」を基に作成

減らしたい

計(％)

増やしたい

計(％)

減らしたい

計(％)

増やしたい

計(％)

女性 23.2 28.6 女性 12.7 22.5

男性 34.1 16.6 男性 25.7 10.2

女性 33.5 14.4 女性 20.2 6.0

男性 14.1 27.7 男性 7.6 14.3

女性 5.0 44.1 女性 2.1 25.2

男性 6.0 42.2 男性 3.4 30.7

女性 4.2 51.3 女性 2.6 34.1

男性 7.3 44.4 男性 3.8 35.0
自分のことに使う時間

仕事時間

家事・育児時間

家族と遊んだりくつ

ろいだりする時間

自分のことに使う時間

40-69歳・子供がいる20-39歳・子供がいる

仕事時間

家事・育児時間

家族と遊んだりくつ

ろいだりする時間

参考１－３．長時間労働と女性に偏る無償労働



第１子出産後の就業継続状況

➢ 年々、第１子出産後も就業を継続する女性が増えているものの、３割以上は退職

（資料）内閣府「令和６年版男女共同参画白書」

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

40
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第１子出産後の就業継続状況（就業形態別）

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」

➢ 第１子出産後の就業継続率を就業形態別に見る

と、正規の職員及びパート・派遣について、

昭和60年以降、その割合が高まっている

➢ しかし、正規の職員及び自営業主等の

就業継続率が８割を超えているのに対し、

パート・派遣の就業継続率は約４割に留まる



妊娠・出産・育児を機に離職したことに対する後悔

➢ 離職前に正社員・職員だった女性の26.4%が後悔していると回答

➢ 離職前に正社員・職員だった女性の方が非正社員・職員の女性に比べ後悔が大きい

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）厚生労働省「令和４年度仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業＜労働者調査＞」 42
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出産前後の母の就業状況の変化

➢ 出産後、継続して常勤である割合は増加傾向にあるものの、約35％に留まる。

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）厚生労働省「第１回今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会資料」 43



いわゆる「マミートラック」の状況

➢ 女性全体の約５割、総合職の約４割がいわゆる「マミートラックの状況にある」と回答

➢ 女性総合職で、過去に「一皮むけるような経験」があった者とそうでない者とでは、

「キャリアの展望がある」とする割合に大きな差が生じている

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 44



「マミートラック」を脱出できた理由

➢ 「マミートラック」を脱出できた理由を見てみると、最も多い理由は、

「定時退社だけでなく、必要な時には残業するようにした」（30.1％）

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

45（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」



現在の雇用形態に就いている理由（非正規雇用労働者）

➢ 年齢階級別に見ると、35～44歳の女性の約３割、25～34歳、45～54歳の女性の約２割が

「家事・育児・介護等と両立しやすいから」と回答

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

46（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」



男性の育児休業取得率の推移

➢ 近年、男性の育児休業取得率は上昇しており、令和５年度では民間企業が30.1%（女性は84.1％）

※ 都内民間企業における男性の育児休業取得率は38.9%（令和５年度）

（資料）厚生労働省「雇用均等基本調査」を基に作成

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

47
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育児休業の取得期間の違い

➢ 女性は９割以上が６か月以上取得している一方、男性は約５割が２週間未満で短期間の取得が中心

（資料）厚生労働省「第１回今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会」

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立
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仕事と育児の両立の「希望」と「実際」＜男性（正社員・職員）＞

➢ 子どもの年齢に関わらず「フルタイムで働き、できるだけ残業をしないようにする」ことを希望する

男性正社員が多いのに対し、実際は「残業をしながらフルタイムで働く」者が最も多い

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）厚生労働省「令和４年度仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業＜労働者調査＞」
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末子の育児に関して、育児休業制度を取得しなかった理由

➢ 男性（正社員・職員）が育児休業制度を取得

しなかった理由として、

「収入を減らしたくなかったから」が39.9%

で最も高く、次いで「職場が育児休業制度を

取得しづらい雰囲気だったから等」が22.5%

※「正社員・職員」は期間を定めずに雇われている労働者。
「正社員・職員以外」は契約社員、パート、アルバイト等の
呼称を問わず、「正社員・職員」以外の労働者。

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）厚生労働省「令和４年度仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業＜労働者調査＞」
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育児のための制度利用者がいる場合の職場の対応

➢ 育児休業や短時間勤務制度の取得者がいる

職場の最も多い対応は「周囲の労働者の業務

分担の見直しを行う」

➢ 半年以上の育児休業取得者がいる職場では、

「業務の見直し」の次に「代替要員を確保す

る」が挙げられる

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）厚生労働省「令和４年度仕事と育児の両立等に関する実態把握のための調査研究事業＜労働者調査＞」



育児のための各制度の利用状況

➢ フレックスタイム制度やテレワーク（在宅勤務等）は男性の利用率も比較的高い

➢ 短時間勤務制度や所定外労働の制限などの制度の利用に関しては、「女性のみ」となっている

事業所が９割以上

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

52



介護離職の現状

➢ 過去15年間の推移をみると、2007年から2017年にかけては減少を続けていたが、

2017年から2022年にかけては増加に転じ、10.6万人が離職している

➢ 男女別にみると、男性が2.6万人に対し、女性が８万人と圧倒的に多い

（資料）総務省「令和４年度就業構造基本調査」を基に作成

※就業状態の捉え方
有業者：普段収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（令和４年10月１日）以降も働くことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者
無業者：普段仕事をしていない者、すなわち、普段全く仕事をしていない者及び臨時的にしか仕事をしていない者

介護・看護のために過去１年間に前職を離職した者の数の推移 介護・看護のために過去１年間に前職を離職した者の数（男女別）

2.6万人

8万人

男性 女性

※有業者・無業者含む

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

53



ビジネスケアラーの増加と経済的損失

➢ 日本全体でビジネスケアラー（仕事をしながら家族の介護に従事する者）の数が増加

➢ また、仕事と介護に関する問題により、2030 年には経済損失が約 9.1 兆円となる見込み

（資料）経済産業省「令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業 概要報告書」

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

54



55

介護を理由に仕事を辞めるまでの期間と辞めた理由

➢ 手助・介護を始めてから離職までの期間は「半年未満」が約６割

➢ 仕事を辞める理由で最も多かったのは「勤務先の問題」で、中でも「両立支援制度が整備されてい

なかった」が約６割

参考１－４．育児・介護等と仕事の両立

（資料）厚生労働省「第１回今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会資料」 55



女性労働者の健康課題の現状

➢ 女性労働者の約５割が女性特有の健康課題により職場で困った経験があると回答

➢ そのうちの多くが月経痛や月経前症候群等によるもの

（資料）経済産業省「健康経営における女性の健康の取り組みについて（平成31年３月）」

参考１－５．女性が抱える健康課題
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（出典）経済産業省「働く女性の健康推進に関する実態調査（平成29年）」

健康課題を理由に諦めた経験

➢ ４割以上の女性が、女性特有の健康課題・症状が原因で職場で何かをあきらめた経験があると回答

➢ 全世代を通して「正社員として働くこと」を諦め、特に30代は他の世代に比べ、

「希望の職種を続けること」「キャリアアップにつなげること」を諦めている

参考１－５．女性が抱える健康課題
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健康課題に対する職場の状況

➢ 女性の健康課題解決に向けた取組について「何をすればいいか分からない」という企業が多く存在

➢ 働く女性が職場に望むサポートの１位は「上司・周囲の理解」であり、企業と従業員で意識的な

ギャップが存在

参考１－５．女性が抱える健康課題

（出典）東京都産業労働局「生理やＰＭＳ、更年期…職場における女性の健康課題を徹底調査（2023年10月）」



59

多様な働き方に関する制度の導入状況

➢ 半日・時間単位の有給休暇や短時間勤務制度を導入している企業は８割を超える

参考１－６．多様化する働き方の変化

（資料）東京都産業労働局「令和５年度男女雇用平等参画状況調査」
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多様な働き方に関する制度の利用状況

➢ 男女ともに半日・時間単位の有給休暇やテレワーク、フレックスタイム制度を利用している割合が

高い。短時間勤務制度は、男性に比べて女性の利用状況が突出して高い。

参考１－６．多様化する働き方の変化

【男性】 【女性】

（資料）東京都産業労働局「令和５年度男女雇用平等参画状況調査」



61

女性が働く上で重要視していること

➢ 女性の働くことに対する考え方として、「雇用の安定性」などに加え「残業の少なさ」や

「突発的な時にも休みやすいこと」といった柔軟な働き方を重要視している

➢ 非正規や無職の女性の多くが、「働く時間を調整しやすい」「残業がない仕事」であれば

正社員として働きたいと考えている

（資料）内閣府「令和４年度新しいライフスタイル、新しい働き方を踏まえた男女共同参画推進に関する調査」を基に作成

どのような条件があれば「正規の会社員として働きたいと思うか」
（非正規・無職者）仕事・働くことに対する現在の考え方（女性有職者）

参考１－６．多様化する働き方の変化
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テレワークの普及と国際比較

➢ 新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、テレワークが急速に普及（直近の都内実施率は43.5％）

➢ しかし、国際的にみると、欧米諸国は在宅ワークの割合が高い一方、日本はオフィスワークが中心

都内企業のテレワーク実施率の推移

（資料）東京都産業労働局「テレワーク実施率調査（令和６年７月調査）」 （資料）令和５年第３回東京くらし方会議

村田委員プレゼン資料を基に作成

参考１－６．多様化する働き方の変化



63

副業のニーズと実態

➢ 副業を希望する雇用者数は増加傾向にあり、従業員の兼業・副業を「認めている・条件付きで

認めている」都内企業は約１／３

➢ 認めない理由として、「業務への支障」や「健康・労務管理の問題」が多くを占める

参考１－６．多様化する働き方の変化

従業員の兼業・副業を認めている状況（東京・2020年）副業を希望している雇用者数の変化（全国）

（資料）左図：厚生労働省「これからの労働時間制度に関する検討会（第16回）」
右図：東京都産業労働局「都内企業における兼業・副業に関する実態調査（令和３年４月）」

（注）同調査における「雇用者には」、「会社などの役員（会社の社長、取締役、監
査役、団体・公益法人や独立行政法人の理事・監事などの役職にある者）」
も含まれている。

（資料出所）総務省「就業構造基本調査」

※複数回答

従業員の兼業・副業を認めていない理由（東京・2020年）
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賃金格差の国際比較

➢ 日本の女性の賃金は男性の賃金の約８割、諸外国と比較して大きな格差が存在

参考１－７．男女間の賃金格差

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 64



所定内給与額（雇用形態別・年齢階級別）

➢ 同じ雇用形態でも男女間に給与差があり、その差は年齢とともに上昇する傾向

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」

参考１－７．男女間の賃金格差
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これまでの推移と主な要因

➢ 男女間の賃金の差異は長期的には縮小傾向

➢ 差異の最も大きな要因は「役職」、次いで「勤続年数」となっている

（資料）内閣府「計画実行・監視専門調査会（第35回）」

参考１－７．男女間の賃金格差
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管理的等に占める女性割合（国際比較）

➢ 管理的職業従事者に占める女性の割合は、諸外国では概ね30％以上

➢ 日本は令和４年は12.9％と、諸外国と比べて低い水準

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」

参考１－８．意思決定過程への女性登用と女性起業家
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管理職等に占める女性割合（役職別）

➢ 管理職等に占める女性の割合は長期的には上昇傾向にあるが、依然その水準は低い

（資料）内閣府「計画実行・監視専門調査会（第35回）」

参考１－８．意思決定過程への女性登用と女性起業家
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管理職等に占める女性割合（規模・業種別）

➢ 企業規模が大きい企業に比べ、小さい企業の女性管理職割合は高く、従業員数10～29人の

企業は２１.３％

➢ 女性管理職比率が高い産業は「医療・福祉」が５３％と突出して高く、

「電気・ガス・水道業」は４.１％と産業により大きく乖離

参考１－８．意思決定過程への女性登用と女性起業家

（資料）厚生労働省「令和４年度雇用均等基本調査」



70

管理職に対する女性の意向

➢ 管理職になることについて、男性は「引き受ける」という回答が多いのに対し、

女性は「引き受けない・現時点では分からない」が６割近くを占めている

➢ 女性が管理職を引き受けない理由として、「能力に自信がない」、「家庭との両立が困難」

という回答が多く、男性に比べ「モデルがいない」という回答も顕著

（資料）東京都産業労働局「令和３年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」を基に作成

参考１－８．意思決定過程への女性登用と女性起業家



起業家に占める女性の割合の推移

➢ 企業家に占める女性の割合は、2017年で27.7%

➢ 国は、2025年に30％以上とする目標を設定

参考１－８．意思決定過程への女性登用と女性起業家

（資料）内閣府「令和６年版男女共同参画白書」 71



男女別のスタートアップ企業数と調達額

➢ 2020年から2021年にIPOしたスタートアップのうち、女性創業はわずか３％

➢ その調達額は男性スタートアップより約44%少ない。

参考１－８．意思決定過程への女性登用と女性起業家

（資料）内閣府「女性活躍と経済成長の好循環実現に向けた検討会（令和５年５月）」 72



労働力人口への影響

➢ 男女の労働力人口比率が2021年から一定と仮定した場合、15歳以上人口の減少に伴い、

男女ともに労働力人口が大きく減少

➢ 2040年にかけて、女性の労働力人口比率が男性の労働力人口比率まで上昇すると仮定した場合(備考４）、

労働力人口は減少するが、その減少幅は約300万人に抑えることが可能

（資料）首相官邸「「女性と経済」に関する勉強会」

参考１－９．女性活躍が与える効果
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ＧＤＰへの影響

➢ 生産性と資本が一定と仮定した場合、労働力人口の減少に伴う就業者数の減少により、

実質GDPは減少の一途をたどり、2040年には480兆円を下回ると試算

➢ 生産性と資本が一定かつ、2040年にかけて女性の労働力人口比率が男性の労働力人口比率まで上昇すると仮定

した場合、2040年時点で実質GDPは520兆円程度と試算され、減少幅を約40兆円抑えることができる

参考１－９．女性活躍が与える効果

74（資料）首相官邸「「女性と経済」に関する勉強会」



消費への影響

➢ 勤労者世帯では、実収入（額面）の約83％が可処分所得となり、そのうち66.5％が消費に

まわっている

➢ 女性の平均給与が男性並みに増加した場合、給与総額は約25.1兆円、消費は約13.8兆円増加。

労働者数、正規・非正規の割合、男女間賃金格差の全てが解消された場合、

消費は約44.5兆円増加する可能性

参考１－９．女性活躍が与える効果

75（資料）首相官邸「「女性と経済」に関する勉強会」



76

投資への影響

➢ 約３分の２の投資家が投資判断において女性活躍情報を「活用している」と回答

➢ その理由として「業績に長期的には影響がある情報と考えるため」、

「企業の優秀な人材確保につながると考えるため」と多くの投資家が回答

（資料）内閣府「女性活躍と経済成長の好循環実現に向けた検討会（第５回）」

投資判断における女性活躍情報の活用用途投資判断における女性活躍情報の活用状況

参考１－９．女性活躍が与える効果
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株価への影響

➢ 取締役会における女性割合が高い企業は株価パフォーマンスが高い傾向

取締役会における女性の割合別、株価パフォーマンス

参考１－９．女性活躍が与える効果

77（資料）内閣府「女性活躍と経済成長の好循環実現に向けた検討会」



➢ 固定的性別役割分担意識や性差による偏見・無意識の思い込みは、長年の生活の中で形成され、

女性、男性あらゆる世代で存在している

78（資料）内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査（令和4年11月調査）」

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について（全国）

性別・年代別の無意識な思い込み

参考１－10．性差における無意識な思い込み



➢ 「男性/女性だから」という意識を持つ保護者（女性）の割合が高い

➢ 「性別で教科の得意・不得意があると思う」という意識を持つ児童の割合が保護者や教員に比べ高い

➢ 「性別で向いている仕事とそうでない仕事がある」という意識を持つ保護者（男性）の割合が高い

79

児童・保護者等の無意識な思い込み

参考１－10．性差における無意識な思い込み



進路・職業における思い込み

➢ 小学生に比べ高校生は「男性/女性だから」「性別で向いている仕事と向いていない仕事がある」

と思う割合が高い

➢ 高校生においては、学年が進行すると、性別による思い込みを持つ人が多い傾向

（資料）東京都生活文化スポーツ局「令和５年度性別による「無意識の思い込み」に関する実態調査」

■高校生と小学生の比較 ■高校生のみ（２年生と１年生）の比較

参考１－10．性差における無意識な思い込み
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職場における役割分担の意識①

➢ 男性は「男性なら残業や休日出勤が当たり前」「同程度の実力ならまず男性から昇進や管理職に

登用するものだ」と思う傾向が強い

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」

参考１－10．性差における無意識な思い込み



職場における役割分担の意識➁

➢ 「男性は出産休暇・育児休業を取るべきでない」「仕事より育児を優先する男性は仕事への

やる気が低い」という項目について、女性よりも男性の方が「そう思う」「どちらかといえば

そう思う」傾向が強く、男性の中でも年代が低いほど、その傾向が強い

（資料）内閣府「令和５年版男女共同参画白書」

参考１－10．性差における無意識な思い込み
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 2016年から、大手企業の監査役会の女性役員比率30％超を義務付け。2022年1月、

上場企業（従業員２千人超、取締役3名超）の取締役会での女性の選任を義務付け

 労働時間口座（残業時間を銀行口座のように貯め、後日休暇等で相殺可能）が普及ドイツ

 2019年に義務教育が6歳から3歳へ引き下げし、日中の親の負担が大きく軽減

 父親休暇を子の出生後６か月以内に合計25 日間取得可。うち４日は取得を義務付け

 すべての企業に週35 時間労働法を適用。男性が家事や育児に参加する時間が増加フランス

 2015年に共有両親休暇を導入。50 週分の出産休暇と37 週分の産休手当につい

て、両親間で分割して取得が可能に
イギリス

 2011年に女性役員比率を2020年までに3分の1以上にする法律を制定。その結

果、上場企業の女性管理職割合が大幅に上昇
イタリア

アメリカ

 カリフォルニア州では、2018年に取締役へのクオータ制を導入。2021年末までに

取締役の人数に応じ女性を選任する義務（６人以上の場合は３人以上女性など）

カナダ

 2018年に連邦法として賃金格差是正法が成立。一定規模以上の公私両部門の使

用者に対し、不適切な男女賃金格差を調整することを義務づけ

（資料）内閣府「計画実行・監視専門調査会（第15回）」等を基に作成

参考１－11．諸外国における働き方や女性活躍に関する取組例
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参考１－12．全国の男女平等・女性活躍に関する条例の制定状況とその他の関連法令

 男女共同参画社会基本法（平成11年6月）制定後、全国に先駆け東京都及び埼玉県等が条例を制定

 当時、基本法にない独自規定として、セクハラ・ＤＶの禁止、事業者の責務を規定

 他道府県・市町村等における独自項目等

 自治会、町内会等の自治組織・市民団体・教育関係者の責務（上越市、浜松市等）

 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）（日野市）

 メディア・リテラシー（情報を読み解く能力の向上）（神奈川県、日進市）

 クオータ制（審議会・職員の任用）

✓ 審議会等附属機関における男女比率（東京都、埼玉県、岡山市等）

✓ 職員の任用における実質的な男女平等の確保（和歌山県）

 ライフ・ワーク・バランス（日光市）

 防災や災害復興分野における男女共同参画（長岡市等）

 性的思考や性自認に起因する差別的取扱い禁止（多摩市等）

 パートナーシップ制度（渋谷区）

 アウティング（第三者が本人の了解を得ずに性的指向又は性自認を暴露）の禁止（国立市）

 ジェンダー平等（品川区、明石市、太田市等）

 アンコンシャス・バイアス（八王子）
（資料）地方自治研究機構ＨＰ（男女共同参画条例・ジェンダー平等条例）等を基に作成

全国の関係条例の制定状況
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✓ 母子家庭等及び寡婦の福祉に関する原理を明らかにするとともに、母子家庭等及び寡婦に対
し、その生活の安定と向上のために必要な措置を講じ、母子家庭等及び寡婦の福祉を図る

✓ 平成26年、父子家庭も対象に加え、法改正

母子父子寡婦福祉資金貸付金制度

20歳未満の児童を扶養しているひとり親や当該児童に対し、生活や就学に係る資金を貸付

目的・理念

自立促進計画の策定

母子家庭等の「生活の安定」に必要な措置を講じ、福祉を図ることを目的に設置

都道府県は国の基本方針に従い「自立促進計画」を策定
⇒「東京都ひとり親家庭自立支援計画（令和６年度まで）」を策定

※ 令和７年度以降の第５期計画に向けて検討委員会を開催中

雇用の促進

福祉施設の設置

都道府県等は生活向上を図るための福祉施設を設置することが可能
⇒「東京都ひとり親家庭支援センターはあと」を運営

日常生活の相談に加え就業支援、職業紹介も実施

国及び地方公共団体は、職業訓練、就職あつせん、公共的施設への雇入れ促進等の措置を講ずる努
力義務を規定

参考１－12．全国の男女平等・女性活躍に関する条例の制定状況とその他の関連法令

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年成立）

85（資料）東京都作成



✓ 女性をめぐる生活困窮、性暴力・性犯罪被害、家庭関係破綻などの課題がある中、
困難な問題を抱える女性支援の根拠法を売春防止法から一部移管し、
新たな支援の枠組みを構築

✓ 令和６年４月１日より施行開始

目的・理念

基本計画の策定

「女性の福祉」「人権の尊重や擁護」「男女平等」といった視点を規定
※  現行の売春防止法は「売春をなすおそれのある女子に対する補導処分・保護更生」

が目的

都道府県は国の基本方針に従い「都道府県基本計画」を策定
⇒令和６年３月「困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する

東京都基本計画」を策定

女性相談支援センターの設置

都道府県は女性相談支援センターを設置
⇒都は「東京都女性相談支援センター」を運営

生活各般の相談に加え、DV相談対応、一時保護を実施

参考１－12．全国の男女平等・女性活躍に関する条例の制定状況とその他の関連法令

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年成立）

86（資料）東京都作成



✓ 日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等に基づく法律
✓ 直近の改正法を令和６年４月に施行。保護命令制度の拡充・保護命令違反を厳罰化

目的・理念

基本計画の策定

「人権擁護」「男女平等」の実現に向け、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、
自立支援等の体制を整備し、配偶者からの暴力防止・被害者の保護を図る

都道府県は国の基本方針に従い「都道府県基本計画」を策定
⇒令和４年度「東京都配偶者暴力対策基本計画」を策定（令和８年度まで）

配偶者暴力相談支援センターの設置

接触禁止、退去命令、保護命令規定等

規定違反に対する罰則化あり

都道府県は女性相談支援センター等において、配偶者暴力相談支援センターとして
機能させる

⇒「東京ウィメンズプラザ」と「東京都女性相談支援センター」の両施設で対応

参考１－12．全国の男女平等・女性活躍に関する条例の制定状況とその他の関連法令

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年成立）

87（資料）東京都作成


